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特集●災害情報の共有

　過去の阪神・淡路大震災や東日本大
震災などの大規模災害では、被害状況
の全体像を把握するまでに多大な時間
がかかり、避難や救助支援など初動対
応が遅れるといった課題がありまし
た。被害を早期に推定し、その情報を
迅速に提供できるようにすることは、
災害対応における迅速な意思決定に大
きな役割を果たします。

把握遅れる大地震の全貌

発災後１０分で被害を推定し配信
ＡＩ分析でさらに高精度化目指す
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Interview

地震災害が発生した場合に、建物の被害情報等を全国２５０ｍメッシュでリアルタイムに高精度
推定するシステムを開発。２０１６年４月の熊本地震では発災から１０分程度で推定情報を算出
した。今後、津波を対象としたリアルタイム被害推定システムや被害状況の実測データを取
り込みながら、広域での推定情報を高精度化していくシステムの開発を目指す。
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つ適切に対応することを支援するため
のシステム構築を目指しています。
　このシステムには、防災科研、気象
庁、地方自治体による膨大な地震観測
データが活用されています。さらに被
害推定するために全国を対象とした約
5600万棟の建物分布モデルと、時間
帯別人口分布モデルを、250mメッシュ

（全国で約600万メッシュ）で構築し、
新たに取り入れています。さらに関東・
東海地域においては地下構造モデルも
加え、より精度よく地震動を推定し、
高精度な被害推定ができるシステムを
構築しました。
　建物を対象としたリアルタイム被害
推定システムが試運用にあった2016
年 4 月に熊本地震が起こりました。4月

14日に発生した前震では発災の29秒
後から被害推定情報を配信し、10 分
程度で完了。4 月16日の本震でも11
分程度で完了しました。算出した被害
推定情報は、その後調査した実際の被
害情報と比較しても多少の過大評価の
傾向は見られたものの、ほぼ同様の状
況であったことが実証できています。
　熊本地震の被害状況を踏まえ、そ
の後リアルタイム推定情報のさらな
る高度化に取り組みました。例えば、
被害調査結果をデータベース化し、地
震動と建物被害率の関係を示す被害
関数等の改良を行いました。さらに前
震・本震・余震と繰り返す揺れの建物
への影響を考慮した被害関数を構築
しました。

　SIPプロジェクトでは2014年度か
ら５年間をかけて、地震・津波・豪雨
を対象に、被害状況をリアルタイムに
推定することで、被害に対して迅速か

熊本地震で効果実証
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情報利活用とシステムの
信頼性が社会実装の鍵

　ここで紹介した全国を概観するリア
ルタイム地震被害推定情報は、Web 
API やWMS 配信の仕組みを使い、
二次利用可能な形で「SIP4D」（府省
庁連携防災情報共有システム）に提供
しています。また、民間企業や研究機
関等で構成された「ハザード・リスク
実験コンソーシアム」にも実験提供し、
新たなユーザーやニーズの発掘に取り
組んでいます。
　他方で、リアルタイム地震被害推定
情報の社会実装を進めていく上では、
情報利活用が想定されるユーザーと連
携して実証的実験を実施していくこと
に加え、システムの継続的運用を含め
た信頼性が重要となります。

　また、熊本地震発災直後に撮影され
た空撮写真を使って、写真に映る約
30万棟の建物被害状況を延べ100人
体制で丸３日間かけて目視判読するこ
とで、精度高く被害状況を把握しまし
た。このような目視判読結果を人工知
能に学習させ、航空写真から被害状況
を瞬時に自動判別できる手法の開発を
進めています。
　今後、南海トラフ巨大地震などで広
域に建物被害が発生した場合の被害状
況把握技術の開発を加速させ、人命救
助や復旧・復興の意思決定に役立てる
と期待しています。

熊本地震で出力した被害推定情報の結果

リアルタイム地震被害推定の流れ
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